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『社会福祉施設等への看護師の
日雇派遣について』
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介護事業者による横断的（法人・サービス種別）・全国的な組織

介護の産業化の推進・生産性向上の推進を2大テーマとする。

当団体について

法人形態 一般社団法人
法人名 全国介護事業者連盟
設立年月日 2018年6月
本部所在地 東京都千代田区麹町4丁目
代表者 斉藤正行

介護事業者会員数 ： ９２２社 ８２１４事業所
※令和2年12月現在
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一般社団法人全国介護事業者連盟組織体制

理事長：斉藤正行 ㈱日本介護ベンチャーコンサルティンググループ 代表取締役 東京

副理事長：久野義博 ㈱日本ヒューマンサポート 代表取締役 埼玉

副理事長：永井正史 社会福祉法人慶生会 理事長 大阪

副理事長：原口秀樹 ㈱フロンティア 代表取締役 愛知

副理事長：水戸康智 ㈱MOEホールディングス 代表取締役 北海道

理事：池田元気 ㈱元気な介護 代表取締役 北海道

理事：國本正雄 医療法人健康会 理事長 北海道

理事：荒井浩司 ㈱サムエス 代表取締役 群馬

理事：岩﨑英治 ㈱グレートフル 代表取締役 埼玉

理事：山本教雄 メディカル・ケア・サービス㈱ 代表取締役 埼玉

理事：小川義行 イー・ライフ・グループ㈱ 代表取締役 東京

理事：袴田義輝 HITOWAケアサービス㈱ 代表取締役 東京

理事：宮本剛宏 ㈱ケアリッツ＆パートナーズ 代表取締役 東京

理事：高田大輔 社会福祉法人横浜来夢会 理事長 神奈川

理事：田島哲 アサヒサンクリーン㈱ 代表取締役 静岡

理事：林隆春 ㈱アバンセライフサポート ファウンダー 愛知

理事：谷口直人 ㈱日本介護医療センター 会長 大阪

理事：松本真希子 社会福祉法人あかね 理事長 兵庫

理事：森剛士 ㈱ポラリス 代表取締役 兵庫

理事：福嶋裕美子 社会福祉法人ドルフィン福祉会 理事長 ㈱ドルフィンエイド 代表取締役 岡山

理事：森永常夫 ㈱ケア・ステーション 取締役 香川

理事・直前理事長：野口哲英 メドックスグループ 代表 東京 ※令和2年12月現在
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本部・支部・政治連盟役割体制
■政連：ロビー活動

■本部
・団体折衝
・政策提言
・広報、総会企画・運営
・支部管理

■各支部
・政策提言
・組織拡大、会員獲得
・セミナー、勉強会企画・運営

全国介護事業者連盟
本部

（社団法人）

全国介護事業者
政治連盟
（政治団体）

全国
介護事業者連盟
北海道支部

全国
介護事業者連盟
関東支部

全国
介護事業者連盟
九州支部

全国
介護事業者連盟
関西支部

全国
介護事業者連盟
東海支部
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会 群馬県支部 新潟県支部 東京都支部 神奈川県支部 埼玉県支部 千葉県支部

愛知県支部 大阪府支部 兵庫県支部 広島県支部 岡山県支部 は設立準備中

介
護
産
業
の
推
進
・生
産
性
向
上
に
向
け
た
介
護
事
業
者
の
全
国
組
織 ３



社会福祉施設等への看護師の日雇派遣への考え方
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・「介護施設への看護師日雇派遣の可否」について、当連
盟としては、是非推進頂きたい。

・介護事業所における看護師不足は深刻な状況にある。

・規定に基づき看護師を毎日配置する必要のある場合等、
突発的な看護師の退職や休職、欠勤の際、看護師日雇派遣
が活用できることは事業所の運営における負担軽減ならび
に、介護職員のみで運営する際の医療的な体制整備の確保
へとつながる。

・他方で、利用者の事前情報を十分に理解していない看護
師日雇派遣の活用には医療体制の確保に懸念もあることか
ら、活用方法には留意が必要であると考える。



社会福祉施設等での看護師の業務内容

① 高齢者の健康状態の経過観察業務（体温・血圧確認等）

介
護
産
業
の
推
進
・生
産
性
向
上
に
向
け
た
介
護
事
業
者
の
全
国
組
織

② 高齢者の日常生活支援業務（看護師視点での介護業務）

④ 機能訓練指導・安全管理業務・多職種連携

③ 医師の指導に基づく医療行為の対応

⑤ 急変時の対応・緊急対応・看取り対応

５



社会福祉施設等での日雇派遣看護師の課題

① 適正な雇用管理体制の確立
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② 適切なサービス提供の観点からの懸念されること

一般派遣に伴う雇用管理と同様に、派遣された社会福祉施設等の指揮命令
系統に基づいた業務を行って頂くことが必要であり、事前にその点をしっかりと
理解頂いた上で勤務頂くことが出来れば大きな問題はないと考えています。

高齢者の日常的な健康状態の観察及び、日常生活支援業務を行って頂くこ
とが主たる業務と想定されることから、ご利用されている要介護高齢者のアセス
メント情報や各種の計画書について、最低限度の事前情報を把握しておくこと
が必要となります。
また、万一、高齢者が急変した場合や、転倒事故等が発生した場合には、看
護師に初期対応を求められる可能性が高く、その場合にも適切な対応をとる必
要があることを、あらかじめ理解した上で勤務にあたって頂く必要があります。

６




